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蒸気爆発を利用した急冷凝固粉末製造法
Production of Rapidly Solidified Particles by Vapor Explosion
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急冷凝固材料に関する課愚の一つに,より厚肉の急冷凝固材料を得ることが挙げられ,急冷凝

固粉末の製造と成形とを結合した厚肉急冷凝固材料製造システムが注目されている.本稿では,

急冷凝固粉末の製造法とその成形法について簡単に概説するとともに,超急冷凝固システムの

開発を員指して筆者らの研究室において最近行った,蒸気爆発を利用した急冷凝固粉末製造法

に関する研究成果を紹介する.

1.は　じ　め　に

1.1　超急冷凝固

周知のように,たとえば金属あるいは合金を103K/S程

度以上の冷却速度で凝固させる｢急冷凝固｣では,

(a)結晶組織の微細化

(ち)溶質分布の均質化

(C)固溶限の拡大

(d)非晶質相などの生成

など,通常の鋳造法では実現困難なミクロ特性を材料に

付加することができる.急冷凝固により付与されたこう

したミクロ特性を有する急冷凝固材料は,たとえば非晶

質金属では,結晶質金属に比べて,

(A)高引張強度,高硬度,高教性,高耐熱性などの機

械的特性,

(B)化学的均質性,耐腐食性,高い触媒能力や水素吸

蔵能力などの化学的特性,

(B)高電気抵抗,電気抵抗の低温度依存性,超電導性

などの電気的特性,

(D)零磁歪,高透磁率,高飽和磁束密度などの磁気的

特性,

などといった魅力あるマクロ特性を有する.ここでは,

材料のこうしたミクロ･マクロ特性を｢急冷凝固効果｣

と呼んでおく.

こうした急冷凝固効果は,通常の鋳造法では実現でき

ない非平衡あるいは準安定な状態にある材料を生成する,

いわゆる｢Energize andQuench｣効果(ここではEQ効

果と呼んでおく)の典型である. EQ効果を実現する具体

的方法としてこれまで検討されてきた方法には,上述の

急冷凝固法のほかに,融液の静的大過冷却を利用する静

的大過冷却法,蒸着,スパッタリング, CVDなどの｢気
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相法｣,あるいは｢電着法｣などがある.

ここでは,静的大過冷却法と急冷凝固法とを総合して

｢急速凝固法｣と呼ぶ.薄膜以外の材料を対象とすると,

材料にEQ効果を付与するには,この急速凝固法が生産性

の点で優れている.融液の大過冷却を準静的に実現する

静的大過冷却法では,溶融炉壁などからの不均質核生成

を可能な限り抑制することが重要である.こうした方法

として,これまで,小液滴法,エマルジョン法,ガラス

スラグ法,落下塔法,あるいはレヴィテ-ション法など

さまざまな方法が考案されている.しかし,現段階では,

静的大過冷却法は,いずれも急速凝固材料の組織や特性

を検討する際の実験手法と理解するのが妥当である.
一方,急冷凝固法では,融液を急速に冷却する｢液体

急冷｣により,大過冷却を動的に実現する.たとえば,

非晶質相の生成を目的とする急冷凝固法では,凝固核生

成と結晶成長に関する動力学的過程と冷却速度との勤的

競合関係を利用して大過冷却を実現する.この方法では,

液体急冷を実現する冷却手段が重要であり,低温固体に

接触させる伝導冷却法,ガス流などを用いる単相冷却法,

および水などの冷却液の沸騰を用いる沸騰冷却法などが

ある.こうした急冷凝固法は,すでに製造システムとし

て一部稼働しており,薄膜以外の急速凝固材料の生産シ

ステムとして,生産性に優れている.本稿では,この急

冷凝固法を対象としている.

急冷凝固法では,急冷凝固効果を実現するために,融

液内部の冷却速度ひいては凝固速度を所要条件にまで高

めることが必須条件である.最小所要冷却速度-臨罪冷

却速度は,すでに述べたように,実現しようとするミク

ロな急冷凝固効果にかかわる動力学的過程に依存する.

非晶質金属を例とすると,この臨界冷却速度が106K/Sを

越えるものも多い. 2.2節で述べるように,この程度の

冷却速度を製造システムとして実現するには困難が伴い,

51



348　　　42巻6号(1990. 6)

106K/S程度以上の冷却速度を要する急冷凝固を,特に

｢超急冷凝固｣と呼ぶ場合がある.

1.2　急冷凝固粉末

さて,融液内部のある場所での冷却速度は,無論,相

転移に伴う融液内部での発熱,融液内部の伝熱抵抗,浴

よび融液･冷却材間の伝熟抵抗とにより決定される.

いま,簡単のために,融液は静止しており,融液内部

での発熱はなく,融液内部の伝熟抵抗は熱伝導抵抗とし

て記述できるとする.この場合,融液内部の熱伝導抵抗

がある程度以上であると,この熱伝導抵抗が融液内部の

冷却速度を支配するようになり,融液内部の冷却速度に

限界が生じる.この熱伝導抵抗は,材料の熟物性と代表

寸法(板材であれば板厚)により定まる.したがって,

材料を特定すれば,急冷凝固効果を実現するに足る冷却

速度や凝固速度を実現するには,材料の代表寸法に上限

界があることになる.無論,この上限界の代表寸法は,

期待する急冷凝固効果に関する境界冷却速度に依存する

が,たとえば非晶質相の生成を目的とすれば,通常, mm

程度以下のオーダーを有する.

そこで,より厚肉の急冷凝固材料を得るには,急冷凝

固粉末を作成し,これを成形するプロセスが注目されて

きた.急速凝固とPowder Metallurgyとを融合したこの

方法は,例えば固溶隈の拡大により従来の高力合金より

さらに高組成の合金を製造するなど,上述の厚肉急冷凝

固材料の製造において重要であるのみならず,次世代航

空機材料として期待されているリチウム含有アルミニウ

ム合金など難加工材の成形にも適していると思われる.

ただし,急冷凝固粉末は,成形せずとも,触媒や水素吸

蔵材料として魅力的であることを付言しておく.

本稿では,こうした急冷凝固粉末の製造と成形につい

て簡単に述べるとともに,筆者らの研究室で試みた｢蒸

気爆発による急速凝固粉末製造法｣1)2)に関する研究成果

について紹介する.

2.急冷凝固粉末の製造法と成形法の現状

2. 1　急冷凝固粉末の成形法

急冷凝固粉末の製造法について述べる前に,急冷凝固

粉末の成形法について簡単に触れておきたい.

粉体の成形技術の基本は,焼結である.しかし,急冷

凝固粉末を成形するには,粉末に付与された急冷凝固効

果を維持する必要があり,時効効果との関連からおのず

から成形温度,成形時間に制約が生じる.このため,急

冷凝固粉末の成形には,焼結のみでなく粉末の塑性変形

を利用する必要がある.ここでは,急冷凝固粉末の成形

法の基本に関する新宮3)の優れた考察を紹介しておく.

急冷凝固粉末の成形に関する温度および時間的制約の

要となる量は,材料の｢粘性｣と｢特性保持の緩和時間｣

である.材料の粘性は,成形プロセスにおいて粉体が圧
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者,固化されて粒子が変形密着し,さらに界面での原子

の移動による接合が行われる過程と関連しており,成形

が可能となる最低温度を代表する.緩和時間は,粉末を

ある温度で保持した場合に,急冷凝固特性が失われる時

間スケールを意味しており,成形に使用できる最長時間

を代表する.

粉末の成形に必要な粘性値としては,日常的観測時間

スケールで｢流動する｣と表現できる程度の粘性値1012

-1013ポアズをとるのが妥当であろう.粘性は温度の関

数であるから,この粘性値に相当する温度が,急冷凝固

粉末が成形可能となる最低温度を意味することになる.

急冷凝固材料の粘性は,クリープ試験による引っ張り応

力と歪みとから定められる.
一方,緩和時間については,たとえば定加熱速度の示

差走査熟分析から1.とEが決定できるアレニウス形の式,

1-1oeXp(-E/RT),を用いて定めることができる.す

なわち,少なくとも,粘性より定まる上述の成形可能最

低温度に相当する時間1以内に成形を完了する必要があ

ることになる.

新宮らの報告によれば,たとえばFe75Sil｡B15の非晶質

合金に関する成形可能最低温度は750:C,この温度におけ

る緩和時間はほぼ102秒程度である.彼らは,この条件下

で強制圧延法により,非晶質相の特性を失うことなく粉

末の成形に成功している.

2. 2　急冷凝固粉末の製造法の現状

さて,急冷凝固粉末の製造法については,これまで極

めて数多くの方法が考案されているが4),ここでは機械

的粉砕を伴わないものの典型について簡単にまとめてお

く.

急冷凝固粉末の製造法としての基本形は,さまざまな

微粒化プロセスで実績のある｢ガスアトマイズ法｣であ

る.この方法では,高遠のガス流により融液を微粒化･

急冷する.また,融液に圧力や遠心力を作用させて,ス

プレーとして気中に噴霧する｢スプレーアトマイズ法｣

もある.こうした方法では,球状粉末が得られるが,粉

末径としては10JLm程度以上であり,粒径分布の分散が

比較的大きい.冷却速度については,試みに50JLmの粉末

を相対速度100m/Sのアルゴン流により冷却すると, 105

K/S程度の値となる.冷却材として優れているヘリウム

を用いるとさらに高い冷却速度が期待できるが,コスト

の問題が生じる.いずれにしても,現実には,粉末と気

流との相対速度を大きくすることは粉末径が小さくなる

ほど困難である.したがって,こうした気相冷却に頼る

方法の冷却速度は,通常104K/S程度以下であると言われ

ており,超急冷凝固の実現は困難であると思われる.

さらに小さい〟mオーダーの粉末を得るためには,融

液流に超音波を作用させる｢超音波アトマイズ法｣,融液

中に溶存ガスを混入させスプレー過程におけるフラツシ
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ングを用いる｢フラッシュアトマイズ法｣などがある.

特に超音波アトマイズ法では,粒径分散の低減が期待で

きるとともに,粒径が小さくなることにより105K/S程度

の冷却速度が可能となると言われている.ただし,気相

冷却に頼る方法では,粉塵爆発に対する考慮が必要であ

る.

比較的粒径の大きい粉末で105-106K/S程度までの冷

却速度を得る方法として,固体との接触伝導冷却や冷却

液の沸騰伝熟を用いる方法がある.まず,固体との接触

伝導冷却の典型は,微粒化させた融液滴を,凝固する以

前に低温固体に接触させ薄液膜化して急冷凝固させる

｢スプラット法｣である.スプラット法には,融液噴霧を

形成しこれを低温固体に衝突させる方法や,融液ジェッ

トを低温囲体面に衝突させ微粒化と急冷とを同時に行う

方法などがある.前者では,融液噴流を双ロール間に供

給し微粒化するローラアトマイズ法や上述のガスアトマ

イズ法,固定電極と回転電極(試料金属製)との間のス

パークによる融解を利用する回転電極法などの微粒化法

を用いる必要がある.後者の例としては,メルトイクス

トラクション法,メルトスピン法などが挙げられる.こ

うしたスプラット法では,超急冷凝固も可能な高い冷却

速度が期待できるが,固体表面への焼付きを防止するた

めに,スプラットと固体間に通常10~3-10~2MW/m2K程

度の接触熟伝達率が介在する場合が多い.この接触熟伝

達率は,冷却速度に大きな影響を及ぼし,現実には超急

冷凝固は困難である場合が多い.また,スプラット法で

得られる粉末は,フレーク状となる.

一方,沸騰冷却法には,高速水噴流により融液噴流を

微粒化･急冷する｢水スプレーアトマイズ法｣,回転ドラ

ム内に保持された冷却水中に融液を噴霧する｢回転水噴

霧法｣などがある.これらの方法では, 108K/S程度まで

の冷却速度が期待できると言われているが, 10JLm程度

の平均粒径の粉末や球形粉末を得ようとすると,かなり

の工夫が必要となる.

以上,極めて簡単に急冷凝固粉末の製造法を眺めたが,

各方法とも,得られる冷却速度,粉末径,粉末形状の点

で一長一短がある.粉末形状については,球形の粉末を

得るためには融液滴が表面張力により球形になる時間が

必要であるが,このことと冷却速度の要請とは相反して

いる点が困難な問題として存在する.さらに,一般的課

題としては,粉末の酸化や異物の混入による汚損,粉末

の回収法,製造コストの低減などの問題がある.しかし,

固溶取の拡大や非晶質相の生成などの観点からすれば,

超急冷凝固を実現できる方法が限られていることが,重

大な障壁となっていると考えられる.
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3.蒸気爆発の超急冷凝固粉末製造-の応用の可能性

3.1　蒸気爆発

蒸気爆発とは,軽水炉の炉心溶融事故,タンカーから

海水へのLNG流出事故,鋳物工場での溶湯と水の接触事

故,あるいは海底火山爆発などにおいてみられ,化学反

応を伴わない爆発現象である.大規模な蒸気爆発では高

い衝撃的圧力を伴うので,蒸気爆発の発生の防止法や機

構解明は,安全工学上の重要な課題である.しかし,覗

象が極めて短時間かつ微細な空間領域で発生するため,

これまでの多くの研究にもかかわらず,その発生機構は

解明されていない.しかし,たとえば高温液滴一低沸点

(液滴温度より相対的に沸点が低い)液体系での蒸気爆発

については,少なくとも以下のことが明らかにされてい

る5).

( 1 )蒸気爆発が発生する際の高温液滴温度には,上限

界と下限界がある.特に,低沸点液体の均質核生

成温度以下にある高温液滴では蒸気爆発は発生し

ない.

( 2 )蒸気爆発の発生には,高温液滴が低沸点液体に突

入した際に蒸気膜に覆われることが必要である.

(3)低沸点液体が飽和温度近くにある場合には,蒸気

爆発は発生しにくい.

(4)蒸気爆発は,高温液滴の種類,寸法,初期温度,

および低沸点液体の温度を同一にしても,確率的

にしか発生しない.

(5)蒸気爆発が起こる場合には,高温液滴はさらに微

粒化され粉末となる.

この内, (1)～(3)項は,蒸気爆発の発生が,なんらか

の原因による蒸気膜の崩壊とその際の激しい伝熟とに関

連があることを意味していると考えられる.また, (5)

項は,蒸気爆発現象にはそもそも粉末を作成する微粒化

能力が備わっていることを意味している.

そこで,筆者らの研究室では, 106K/S以上の超急冷凝

固を実現するために,通常は回避されるべき事故として

認識されている｢蒸気爆発｣を超急冷凝固粉末製造法へ

応用することを試みた1)2).

3.2　期待できる冷却速度

まず,蒸気爆発発生時に,どの程度の冷却速度が期待

できるかを試算する.井上ら6)は,蒸気爆発時の熟伝達を

評価するために,薄膜加熱面上に大気圧水の膜沸騰を形

成し,この系に衝突波を印加した際の過渡熟伝達特性を

測定している.測定結果によれば,衝撃波到達時の熟流

束は,大気圧水で最高50MW/m2に達している.また,薄

膜をレーザー加熟したBoardら7)の実験では,大気圧水に

ついて90MW/m2の過渡ピーク熟流束が報告されている.

これらの測定値は,気液界面からの限界蒸発量に対応す

る熟流束(大気圧水では約230MW/m2)の値に近い.
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Diameter ′Jm

図1　熟伝達率,冷却速度,および直径との関係(超超ジュラ

ルミンA-7075の物性を使用し,初期温度差は600Kとし

た)

一方,図1は,超超ジュラルミンA-7075の固体球を例

として,球表面の熟伝達率と球直径との関係を,球中心

部での最大瞬間冷却速度をパラメータとして図示したも

のである. 1.2節で述べたように,直径の増大とともに

球内部の熱伝導抵抗が支配的となり,冷却速度に限界が

生じていることがわかる.

ここで,上に述べた限界蒸発量に相当する熟流束を蒸

気爆発時における一応の上限熱流束とし,たとえばアル

ミニウム系合金を対象として過熟度を600Kととる.これ

らの値と図1より,大気圧水中での蒸気爆発により, 50

〟mの直径の粉末では107K/Sを越える冷却速度が期待で

きることになる.蒸気爆発時の水がサブクールされてい

るとこの値がさらに高くなる可能性があることを考慮す

ると,蒸気爆発を応用することにより,かなり冷却速度

の高い超急冷凝固が実現できる可能性があると考えられ

る.

そこで,以上の考察を基にして,蒸気爆発実験を行っ

た.図2は,使用した実験装置の概略である.実験装置

は,溶融部,雰囲気調整部および冷却水容器からなって

いる.溶融部で融解された金属は,液滴となって,雰囲

気調整部を通って,水中に落下する.なお,雰囲気調整

部と冷却水とは高温液滴通過時を除いて,断熱板により

分離されている.

3. 3　蒸気爆発の発生確率制御

さて,蒸気爆発を応用した急冷凝固システムでは,秦

気爆発を確実に発生させる必要がある.したがって,3. 1

節で述べた(1)～(5)項の知見のうち, (4)項の確率的

性格がまず問題となる.

蒸気爆発発生の確率的性格は, ( 2 )項と密接な関連に

あると考えられる.すなわち,蒸気爆発が発生するには,

高温液滴まわりに蒸気膜が形成されることが必要である
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図2　蒸気爆発実験装置の概略(1.ノズル, 2.融解用ヒー

ター, 3.熟電対, 4.温度調節器, 5.シャッター,

6.冷却水槽, 7.水温測定用熟電対, 8.冷接点, 9.

恒温水槽, 10.ポンプ, ll.水蒸気ポイラ, 12.断熱

板, 13.撮影装置, 14.ストロボスコープ, 15.圧力変

換器, 16.増幅器, 17.トランジェントメモリー, 18.

オシロスコープ, 19.ペンレコーダ, 20.アルゴンガス

ボンベ)

が,高温液滴が空気などの非凝縮性ガス中を経路して低

沸点液体に突入すると,形成される蒸気膜には,この非

凝縮性ガスが随伴され混入するものと考えられる.この

非凝縮性ガスは,蒸気膜の薄化や崩壊の抵抗となり,秦

気爆発の発生を抑制することになる.

そこで,雰囲気調整部を空気とした場合と,水蒸気と

した場合とについて,蒸気爆発発生確率を測定した.莱

験に使用した液滴は, 1.5-2g程度の錫液滴である.ま

ず,図3, 4は,両雰囲気における発生圧力と蒸気爆発

の様相を比較したものである(ただし雰囲気条件以外は,

同一である).図中の各写真上部の黒い部分が雰囲気調整

部であ.り,白い部分が水である.図3, 4中の写真の比

較によりわかるように,空気雰囲気を経路した場合は,

水蒸気雰囲気を経路した場合に比べて,高温液滴まわり

の蒸気膜は厚く,蒸気膜内には多量の空気が混入してい

るものと思われる.このために,空気雰囲気における発

生圧力は,蒸気雰囲気におけるそれより顕著に低くなっ

ており,蒸気膜に空気が混入するととにより蒸気爆発が

起こりにくくなっていることがわかる.なお,冷却水容

器はガラス窓を有しているが,この程度の高温液滴量に

おける蒸気爆発では,破損などの発生は全く見られな

かった.

こうした実験により,水蒸気雰囲気中を経路して水中
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図3　空気雰囲気中を通過して水中に突入した錫液滴による

蒸気爆発
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図4　水蒸気雰囲気中を通過して水中に突入した錫液滴によ

る蒸気爆発

に突入する場合の蒸気爆発発生確率は,空気雰囲気の場

合に比べて格段に高くなることがわかった.例えば,水

温20および40oCの場合,水蒸気雰囲気の場合の蒸気爆発

発生確率は高温液滴初期温度によらずほぼ100%であっ

た.このことから,融液滴が水中に突入する以前の雰囲

気を調整し,水温を適切にとれば,急冷凝固システムに

おいて蒸気爆発を確実に起こすことができると考えられ

る.

3.4　蒸気爆発により得られる粉末形状

水蒸気雰囲気における蒸気爆発により,水温40oCの場

合に得られた錫粉末の粒径分布を図5に示した(ただし,

粉末回収率は70-80%程度であり,粒系の小さい粉末は

回収できていないものと思われる).直径100JLm以下の

粉末が重量分率で10%程度得られているが,重量平均粉

末径は数100〟m程度と大きい.さらに,この条件で得ら

れた粉末の多くは細長い回転楕円体状であり,形状にも

問題があった.
一方,一連の実験により,水温を高めると,蒸気爆発

発生確率,微粒化能力はともに低下するが,球形に近い
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粉末が得られることがわかった.そこで,粉末形状を改

善するために水温を80oCとし,蒸気爆発発生確率と微粒

化能力の低下を軽減するために,錫液滴が水中に突入し

ある水深に至ったとき,エクスプローディングワイヤ法

により錫液滴一蒸気膜系に圧力波を印加することを試み

た.図6は,こうして得られた錫粉末の写真の一例であ

る.粉末は,比較的球形に近いことがわかる.この場合

に得られた粉末の粒径分布は,図5とほぼ同様であり,

エクスプローディングワイヤによる圧力波の印加が,微

粒化能力を高めるのに有効であることがわかる.

3.5　非晶質粉末の試作

以上の結果を踏まえて,本方法により,非晶質粉末の

試作を試みた.対象とした合金は,融点との関連から,

Pa8｡Si2｡とした.この合金の非晶質化に関する臨界冷却

速度は104･6K/S程度である.また,実験した液滴重量は錫

液滴の場合と同じであり,水温は40℃である.

得られた粉末をⅩ線回折により分析するとともに電子

顕微鏡による写真観察した結果,エクスプローディング

ワイヤによる圧力波印加を行わない場合止こは直径180

〟m以下,圧力波印加を行った場合には直径355〟m以下

の粉末が非晶質相と判断された.得られた粉末の断面を

102　　　　　103
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図5　40oCの水中で得られた錫粉末の粒径分布(図中の実線で

結ばれた分布が1滴あたりの分布)

図6　エクスプローディングワイヤを用いて80℃の水中で得

られた錫粉末の電子顕微鏡写真
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電子顔微鏡により観察した結果によれば,粉末内部には

キャビティは発生していなかった.ただし,この合金に

おいては錫の場合に比べて,圧力波を印加しても重量平

均粒径は500JLm程度であるとともに,粉末には球形に近

いものと偏平楕円体のものとが混在していた.

上述のように, 355jLm以下の直径の粉末が非晶質化で

きたことは,以下のことを意味している.すなわち,図

1を参照すると,本方法における急冷凝固時の粉末表面

熟流束は,少なくとも30MW/m2以上と推定される.この

ことは,蒸気爆発時において期待できる冷却速度に関す

る3. 2節での推論を裏付けている.

4.お　わ　り　に

4.1　本方法の特徴

3章で述べた結果は,以下のようにまとめられる.過

常,回避すべき事故として扱われてきた蒸気爆発を非晶

質粉末を含む急冷凝固粉末の製造に利用することが可能

であり, 106K/S以上の超急冷凝固が実現できる可能性も

ある.また,この方法は,微粒化と急冷凝固とを同時に

実現できるため,スプラット法のように微粒化装置を別

に用意する必要が無く,システムとして簡素である.さ

らに,比較的大きい直径の粉末の製造に限れば,コンプ

レッサーや電力などのエネルギーを必要とせず,製造コ

スト的にも利点がある.

4.2　解決すべき課遺

しかし,急冷凝固粉末製造システムとして組み上げる

には,以下の課題をさらに克服する必要がある.

まず,第1に, 3.1節で述べた(1)項について検討す

る必要がある.たとえば,非晶質粉末を対象とすれば,

蒸気爆発発生温度が融液のガラス転移温度程度に対応し

ている必要があり,高融点材料では,蒸気爆発発生温度

の上限値がガラス転移温度を下回ることが予想される.

したがって,本方法が利用できる材料の範囲を広げるた

めには,超音波や衝撃波の印加により蒸気爆発を高温で

強制発生させるなど,蒸気爆発発生温度範囲を拡大する
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方法が必要である.

次に,粉末の平均粒径を小さくする方法を検討する必

要がある.これにより,粉末としての用途が広がるとと

もに,臨界冷却速度以上で冷却された粉末の重量割合を

増すことができる.ただし,冷却速度が高い場合,凝固

するまでの時間が短いために,粉末形状は非球形となる

傾向がある.球形粉末を必要とする用途に対しては,水

温を高くして圧力波などを印加すれば,比較的球形に近

い粉末が得られるが,この場合にも冷却速度および微粒

化能力をさらに高めるよう工夫する必要がある.これら

の要請に対しても,上で述べた蒸気爆発発生温度範囲の

拡大法と類似した方法が有望と思われる.

さらに,酸化,異物質混入による純度低下,および粉

末回収法などの問題を解決する必要がある.これらは,

本方法固有の問題でなく,急冷凝固粉末製造法における

共通課題であるが,酸化については水の脱気を十分に行

えば空気中よりは十分防止できるとの報告もある.

超急冷凝固が粉末製造システムとして確立できれば,

過飽和囲溶体など非平衡あるいは準安定な状態にあるさ

らに新しい材料の開発,製造が可能となると期待される.

本稿が,こうした研究.開発の一助となれば幸いである.

(1990年3月13日受理)
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